










































































                                                






る現代的状況—政治学の視点から—」2008 年度 GEMC ジャーナル第 1 号(2008) 94-105 ⾴、98 ⾴。 
3 例えば、⿇酔薬に対するアレルギーや重度の肝障害など。⽇本精神神経学会・性同⼀性障害に関する委員会
「性同⼀性障害に関する診断と治療のガイドライン」1254 ⾴ 精神神経学雑誌第 114 巻第 11 号(2012)1250-1266
⾴、1259-1260、1266 ⾴。 
4 近年ではホルモン剤の私的購⼊や、当事者が当事者に対して⾏う海外での⼿術斡旋事業などが観察される。ま
































                                                
5 ⺠法 779 条に、嫡出でない⼦はその⽗⼜は⺟が認知できるとあることから、⾮嫡出⺟⼦関係は⺟の認知を待つ
ように読めるが、⾃然⾎縁上の⺟⼦関係の存在が懐胎・分娩という事実で明確にできることから、判例において
は認知を待つまでもなく⺟⼦関係の確認が可能であるとされており（最⾼裁昭和 37 年 4 ⽉ 27 ⽇判決  ⺠集 16 巻
7 号 1247 号）、原則分娩者は⺟となる。⺟の認知は、棄児や迷⼦の場合等で、懐胎・分娩の事実の証明が困難
である場合に適⽤されるものと解される。 ⾼橋朋⼦、床⾕⽂雄、棚村政⾏『⺠法 7 親族・相続 [第 4 版]』（有斐
閣、2014）146-147 ⾴。 
6 Male to Female の略。なおこのような表記は男／⼥⼆元的でない性別を⾃認する者を議論の埒外に置くことに
なるが、法的性別が原則男／⼥のどちらかに限られることに鑑みて、ここでの MtF の表記は「法的性別取扱の
変更」を男性から⼥性へ変更することを望む者を指すものとする。なお、⼥性から男性へ性別取扱を変更する者







8 ⽯井美智⼦「実親⼦関係法の再検討—近年の最⾼裁判決を通して—」法律論叢(2009)31-51 ⾴、45 ⾴。 
9 最⾼裁決定平成 25 年 12 ⽉ 10 ⽇⺠集 67 巻 9 号 1847 ⾴、最⾼裁判決平成 26 年 7 ⽉ 17 ⽇裁時 1608 号 6 ⾴、
最⾼裁判決平成 26 年 7 ⽉ 17 ⽇⺠集 68 巻 6 号 547 ⾴。 
10 最⾼裁決定平成 19 年 3 ⽉ 23 ⽇⺠集 61 巻 2 号 619 ⾴。 
 4 
に嫡出推定が及ぶ場合、もしくは FtM が認知する場合は⽗⼦関係が成⽴するが、FtM が⾃ら出








































                                                









































                                                






















年 1 ⽉ 11 ⽇決定18において当該要件を違憲とし、法改正が⾏われるまでは適⽤不可としている。






た 78 年判決19にて裁判所は、個⼈の⼈格の⾃由な発展の権利を定める基本法第２条 1 項 は性の
⾃⼰決定権を保障しているとし20、出⽣登録上の性の変更を認めなかった連邦通常裁判所の決定
を破棄した。以降の判例はこれを基盤とし、⽣殖能⼒喪失及び外観具備要件に関しては、同 2 条














                                                
17 Gesetz über die Änderung der Vornamen und die Feststellung der Geschlechtszugehörigkeit in besonderen 
Fällen (Transsexuellengesetz, TSG)。 
18 1 BvR 3295/07.  




21 判例 65 段。 
22 中⾥⾒博「同性愛と憲法」三成美保編著『同性愛をめぐる歴史と法−尊厳としてのセクシュアリティ』94-101
⾴、70-113 ⾴。 
23 Christine Goodwin v. the United Kingdom, 11 July, 2002, ECHR (Application no. 28957/95).  
24 Goodwin v. the U.K., para. 90. 












































                                                
26 ⾕⼝洋幸「トランスセクシュアルの性別訂正と婚姻—ヨーロッパ⼈権裁判所グッドウィン対イギリス判決」国











































                                                
28 Parry v. United Kingdom, THE FACTS B. Relevant domestic law and practice 1. Gender Recognition Act 
2004 項参照。 
29  WPATH のスタンダード・オブ・ケア（第 7 版）が、望みの性役割での経験を積み、社会適応のための機会
を⼗分に得ることができるとする期間が 12 ヶ⽉である (⽇本語版 60-61 ⾴)。 
30 ドイツにおける⽴法を参照した。 
31 渡邊泰彦「性的⾃⼰決定権と性別変更要件の緩和」⼆宮周平編『性のあり⽅の多様性 ⼀⼈ひとりのセクシュ
アリティが⼤切にされる社会を⽬指して』196-217 ⾴、213 ⾴。 
32 Benjamin Moron-Puech (2017) The emergence of intersex as a protected category in international law, 
























                                                
33 Bennett Theodore (2014)・前掲注 32、p.868. 
34 同上、pp.864-865. 
35 LGBT など、多数者に対する少数者として同性愛者やトランスジェンダー、性同⼀性障害者などを捉え、少数
者としての保護を説くのではなく、SOGI（Sexual Orientation and Gender Identity, 性的指向と性⾃認）とい
う万⼈に共通する概念を⽤いて、皆が⾃分のこととして SOGI の多様性について考える授業実践がある（渡辺⼤
輔・楠裕⼦・⽥代美江⼦・⾉⾹織「中学校における「性の多様性」理解のための授業づくり」埼⽟⼤学教育学部
附属教育実践総合センター紀要(10) (2011) 97-104 ⾴、樋上典⼦「⼈の性はグラデーション : 「多様な性」の授
業実践より（特集 性的マイノリティの児童⽣徒へのかかわり）」⽉刊学校教育相談 29 (12) (2015) 30-32 ⾴等参
照 ）。逆に、型にはまらない性のありようを否定することは、本⼈を萎縮させ、伸びやかな成⻑を阻害するの
みならず、⾃殺等の深刻な結果を招き得る（厚⽣労働省「⾃殺総合対策⼤綱」（平成 24 年 8 ⽉ 28 ⽇閣議決定）
等参照）。 
